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本資料における計数の取扱いについて本資料における計数の取扱いについて本資料における計数の取扱いについて本資料における計数の取扱いについて

銀行合算：銀行合算：銀行合算：銀行合算：みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行の合算値

（01年度は、第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行、みずほアセット信託銀行の合算値）

２行合算：２行合算：２行合算：２行合算： みずほ銀行、みずほコーポレート銀行の合算値
（01年度は、第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行の合算値）

（注） みずほ信託銀行（01年度はみずほアセット信託銀行）の業務純益は、
修正業務純益（業務純益＋信託勘定与信関係費用＋一般貸倒引当金繰入額）を使用
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２００２年度業績概要２００２年度業績概要２００２年度業績概要２００２年度業績概要
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増減要因等増減要因等増減要因等増減要因等（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）増減要因等増減要因等増減要因等増減要因等（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）

＜業務粗利益＞＜業務粗利益＞＜業務粗利益＞＜業務粗利益＞

＜経費＞＜経費＞＜経費＞＜経費＞

＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞

� 資金利益

・制度変更に伴う未収配当金の減少及び
海外子会社売却等による配当金減少

△1,030億円

・資金需要の低迷に伴う貸出減少

� 役務特定等利益

・証券・IB・ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ手数料増強の一方
海外にて貸出減少に伴うｱｯﾌﾟﾌﾛﾝﾄﾌｨｰ減

� その他業務利益

・国債等債券関係損益 ＋1,344億円

� 資金利益

・制度変更に伴う未収配当金の減少及び
海外子会社売却等による配当金減少

△1,030億円

・資金需要の低迷に伴う貸出減少

� 役務特定等利益

・証券・IB・ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ手数料増強の一方
海外にて貸出減少に伴うｱｯﾌﾟﾌﾛﾝﾄﾌｨｰ減

� その他業務利益

・国債等債券関係損益 ＋1,344億円

・動産・不動産処分損益 △693億円
(店舗統廃合に伴うｺｽﾄ確定分の前倒し処理)

・動産・不動産処分損益 △693億円
(店舗統廃合に伴うｺｽﾄ確定分の前倒し処理)

・人件費 △376億円（人員削減と賞与ｶｯﾄ等）

・物件費 ＋550億円（統合に伴うｼｽﾃﾑ償却費
・業務委託費等の増加が主）

・人件費 △376億円（人員削減と賞与ｶｯﾄ等）

・物件費 ＋550億円（統合に伴うｼｽﾃﾑ償却費
・業務委託費等の増加が主）

2002200220022002年度業績概要年度業績概要年度業績概要年度業績概要

�不良債権の早期解決、保有株式不良債権の早期解決、保有株式不良債権の早期解決、保有株式不良債権の早期解決、保有株式リスクの削減など抜本的な財務処理により大幅赤字計上リスクの削減など抜本的な財務処理により大幅赤字計上リスクの削減など抜本的な財務処理により大幅赤字計上リスクの削減など抜本的な財務処理により大幅赤字計上

�収益計画を保守的に見直し、収益計画を保守的に見直し、収益計画を保守的に見直し、収益計画を保守的に見直し、 9,667億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り

�財務基盤強化の観点から、財務基盤強化の観点から、財務基盤強化の観点から、財務基盤強化の観点から、 1.1兆円の資本調達実施。自己資本比率は兆円の資本調達実施。自己資本比率は兆円の資本調達実施。自己資本比率は兆円の資本調達実施。自己資本比率は9.53％％％％
（億円）

連結 銀行合算
前年度比

22,336 18,159 △ 1,043

資金利益 12,563 11,683 △ 2,169

信託報酬 554 355 209

役務取引等利益 4,105 2,469 △ 34

特定取引利益 2,445 1,099 △ 122

その他業務利益 2,667 2,551 1,073

△ 12,376 △ 9,411 △ 187

9,960 8,940 △ 1,310

△ 20,923 △ 20,952 2,759

△ 9,249 △ 9,058 △ 7,820

△ 1,092 △ 565 △ 195

△ 21,305 △ 21,749 △ 6,679

△ 1,316 △ 2,031 △ 813

△ 22,621 △ 23,781 △ 7,493

△ 222 △ 9 25

△ 305 120 △ 5,295

△ 23,771 △ 23,670 △ 12,762

9.53%

(※) 与信関係費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金純繰入額＋信託勘定与信関係費用＋貸倒引当金戻入額

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益／当期利益

自己資本比率(国際統一基準、速報値)

営業経費／経費 ②

連結／業務粗利益 ①

株式関連損益

実質業務純益 （①－②）

与信関係費用(※)

税引前当期利益

経常利益

特別損益

その他

2002年度年度年度年度

業績概要業績概要業績概要業績概要



3

財務課題の一掃財務課題の一掃財務課題の一掃財務課題の一掃



4

追加・前倒し追加・前倒し追加・前倒し追加・前倒し

処理処理処理処理

最終処理加速及び引当率の大幅引上げにより、最終処理加速及び引当率の大幅引上げにより、最終処理加速及び引当率の大幅引上げにより、最終処理加速及び引当率の大幅引上げにより、

０２年度通期２．１兆円の与信関係費用を計上０２年度通期２．１兆円の与信関係費用を計上０２年度通期２．１兆円の与信関係費用を計上０２年度通期２．１兆円の与信関係費用を計上

不良債権の早期解決（１）不良債権の早期解決（１）不良債権の早期解決（１）不良債権の早期解決（１）～～～～02020202年度処理内訳年度処理内訳年度処理内訳年度処理内訳

１５，０００１５，０００１５，０００１５，０００

ベース処理ベース処理ベース処理ベース処理 ６，０００６，０００６，０００６，０００

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

処理内訳処理内訳処理内訳処理内訳 ＜銀行合算＞＜銀行合算＞＜銀行合算＞＜銀行合算＞ 銀行勘定・信託勘定合計銀行勘定・信託勘定合計銀行勘定・信託勘定合計銀行勘定・信託勘定合計 【単位：億円】【単位：億円】【単位：億円】【単位：億円】

区分劣化区分劣化区分劣化区分劣化

最終処理ｺｽﾄ最終処理ｺｽﾄ最終処理ｺｽﾄ最終処理ｺｽﾄ

４，０００４，０００４，０００４，０００

２，０００２，０００２，０００２，０００

３，２００）３，２００）３，２００）３，２００）

６，９００６，９００６，９００６，９００引当率引上げ引当率引上げ引当率引上げ引当率引上げ

（引当率引上げ（引当率引上げ（引当率引上げ（引当率引上げ

３，７００）３，７００）３，７００）３，７００）（ＤＣＦ影響（ＤＣＦ影響（ＤＣＦ影響（ＤＣＦ影響

前倒し処理等前倒し処理等前倒し処理等前倒し処理等

３，１００）３，１００）３，１００）３，１００）

８，１００８，１００８，１００８，１００

（企業再生・支援ｺｽﾄ（企業再生・支援ｺｽﾄ（企業再生・支援ｺｽﾄ（企業再生・支援ｺｽﾄ

１，３００）１，３００）１，３００）１，３００）（オフバランス化加速（オフバランス化加速（オフバランス化加速（オフバランス化加速

１，９００）１，９００）１，９００）１，９００）（査定厳格化（査定厳格化（査定厳格化（査定厳格化

１，８００）１，８００）１，８００）１，８００）（子会社処理（子会社処理（子会社処理（子会社処理
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0000....0000

1111 ....0000

2222....0000

3333....0000

4444....0000

5555....0000

6666....0000

00002222////3333末末末末 00003333////3333末末末末 00004444////3333末末末末 00005555////3333末末末末

不良債権の早期解決（２）不良債権の早期解決（２）不良債権の早期解決（２）不良債権の早期解決（２）～不良債権残高の圧縮～不良債権残高の圧縮～不良債権残高の圧縮～不良債権残高の圧縮

� 不良債権残高不良債権残高不良債権残高不良債権残高 ▲７，３１８億円▲７，３１８億円▲７，３１８億円▲７，３１８億円
� オフバランス化の徹底的推進オフバランス化の徹底的推進オフバランス化の徹底的推進オフバランス化の徹底的推進 ���� 破綻懸念先以下残高破綻懸念先以下残高破綻懸念先以下残高破綻懸念先以下残高 ▲４４％▲４４％▲４４％▲４４％

� 自己査定厳格化等自己査定厳格化等自己査定厳格化等自己査定厳格化等 ���� 要管理債権残高要管理債権残高要管理債権残高要管理債権残高 ＋７，３８２億円＋７，３８２億円＋７，３８２億円＋７，３８２億円

� DCFDCFDCFDCF法等による引当強化法等による引当強化法等による引当強化法等による引当強化 ���� 更なる企業再生・オフバランス化加速への手当更なる企業再生・オフバランス化加速への手当更なる企業再生・オフバランス化加速への手当更なる企業再生・オフバランス化加速への手当

「企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」「企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」

企業再生支援・ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化企業再生支援・ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化企業再生支援・ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化企業再生支援・ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化

の更なる加速の更なる加速の更なる加速の更なる加速

０２年３月比０２年３月比０２年３月比０２年３月比
半減半減半減半減

（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）

DCFDCFDCFDCF法導入等による法導入等による法導入等による法導入等による

引当水準強化引当水準強化引当水準強化引当水準強化

DCFDCFDCFDCF法導入等による法導入等による法導入等による法導入等による

引当水準強化引当水準強化引当水準強化引当水準強化

企業再生・支援実施企業再生・支援実施企業再生・支援実施企業再生・支援実施

オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進

企業再生・支援実施企業再生・支援実施企業再生・支援実施企業再生・支援実施

オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進

要管理要管理要管理要管理
債権債権債権債権

破綻破綻破綻破綻
懸念先懸念先懸念先懸念先

実破・実破・実破・実破・
破綻先破綻先破綻先破綻先

＋３４％＋３４％＋３４％＋３４％
((((＋＋＋＋7,3827,3827,3827,382億円億円億円億円))))

▲４４％▲４４％▲４４％▲４４％
((((▲▲▲▲14,70114,70114,70114,701億円億円億円億円))))

[破綻懸念先以下破綻懸念先以下破綻懸念先以下破綻懸念先以下]

[要管理債権要管理債権要管理債権要管理債権]

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

金融再生法開示債権残高金融再生法開示債権残高金融再生法開示債権残高金融再生法開示債権残高 （銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）

▲１３．２％▲１３．２％▲１３．２％▲１３．２％
((((▲▲▲▲7,3187,3187,3187,318億円億円億円億円))))

(55,178(55,178(55,178(55,178億円億円億円億円)))) (47,859(47,859(47,859(47,859億円億円億円億円))))

５．６％５．６％５．６％５．６％ ６．２％６．２％６．２％６．２％ ５．５％程度５．５％程度５．５％程度５．５％程度 ３．７％程度３．７％程度３．７％程度３．７％程度不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率

((((４兆円程度４兆円程度４兆円程度４兆円程度)))) ((((２兆円台半ば２兆円台半ば２兆円台半ば２兆円台半ば))))
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0.3 0.3
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0.5
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0.5

0

1

2

3

4

業況改善業況改善業況改善業況改善

回収・返済等回収・返済等回収・返済等回収・返済等

債権流動化債権流動化債権流動化債権流動化

再建型処理再建型処理再建型処理再建型処理

清算型処理清算型処理清算型処理清算型処理

不良債権の早期解決（３）不良債権の早期解決（３）不良債権の早期解決（３）不良債権の早期解決（３）～オフバランス化の推進～オフバランス化の推進～オフバランス化の推進～オフバランス化の推進

（兆円）

オフバランス化実績内訳オフバランス化実績内訳オフバランス化実績内訳オフバランス化実績内訳 （２行合算）（２行合算）（２行合算）（２行合算）

2.7
1.9

1.2 0.8

0.7 2.2

1.0

0

1

2

3

4

5

00/9末末末末 01/3末末末末 02/3末末末末 03/3末末末末

オオオオフフフフババババラララランンンンスススス化化化化

新新新新規規規規発発発発生生生生分分分分残残残残高高高高

過過過過年年年年度度度度発発発発生生生生分分分分残残残残高高高高

（兆円）

破綻懸念先以下残高推移破綻懸念先以下残高推移破綻懸念先以下残高推移破綻懸念先以下残高推移 （銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）

多様な手段を活用し、オフバランス化多様な手段を活用し、オフバランス化多様な手段を活用し、オフバランス化多様な手段を活用し、オフバランス化
を大幅に加速を大幅に加速を大幅に加速を大幅に加速

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

02020202年年年年度度度度はははは2.92.92.92.9兆円のオフバランス化兆円のオフバランス化兆円のオフバランス化兆円のオフバランス化
を実施を実施を実施を実施 （期初計画比＋（期初計画比＋（期初計画比＋（期初計画比＋1.41.41.41.4兆円）兆円）兆円）兆円）

0.80.80.80.8兆円兆円兆円兆円

1.91.91.91.9兆円兆円兆円兆円

01年度年度年度年度 02年度年度年度年度

2.2.2.2.9999兆円兆円兆円兆円

（うち（うち（うち（うちRCC売却売却売却売却6,081億円）億円）億円）億円）

（注）（注）（注）（注） 部分直接償却済み分を含むベース部分直接償却済み分を含むベース部分直接償却済み分を含むベース部分直接償却済み分を含むベース
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不良債権の早期解決（４）不良債権の早期解決（４）不良債権の早期解決（４）不良債権の早期解決（４）～不良債権比率と引当水準～不良債権比率と引当水準～不良債権比率と引当水準～不良債権比率と引当水準

� 徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準

� 企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済

� 徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準徹底的なオフバランス化の実施により不良債権比率は引続き低い水準

� 企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済企業再生と最終処理加速を前提とした引当水準の強化を実施済

03/3末末末末

みずほみずほみずほみずほ
（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）

7.5%

74.5%

その他要注意先債権その他要注意先債権その他要注意先債権その他要注意先債権 （対債権額）（対債権額）（対債権額）（対債権額）

危険債権危険債権危険債権危険債権 （対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）

UFJ

3.3%

36.3%

68.5%

38.3%要管理先債権要管理先債権要管理先債権要管理先債権 （対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）

73.7%

SMFG

33.7%

6.0%

79.2%

MTFG

29.8%

4.5%

03/3末末末末 03/3末末末末 03/3末末末末

（注）（注）（注）（注） 各行決算説明資料ﾍﾞｰｽ各行決算説明資料ﾍﾞｰｽ各行決算説明資料ﾍﾞｰｽ各行決算説明資料ﾍﾞｰｽ

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

（要管理債権ﾍﾞｰｽ）（要管理債権ﾍﾞｰｽ）（要管理債権ﾍﾞｰｽ）（要管理債権ﾍﾞｰｽ）

不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率 6.2%

引引引引

当当当当

率率率率

5.3% 8.4% 8.6%
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不良債権の早期解決（５）不良債権の早期解決（５）不良債権の早期解決（５）不良債権の早期解決（５）～引当強化の内容～引当強化の内容～引当強化の内容～引当強化の内容

適用先カバレッジ適用先カバレッジ適用先カバレッジ適用先カバレッジ

� キャッシュフローの想定が可能な大口の要管理先を中心にキャッシュフローの想定が可能な大口の要管理先を中心にキャッシュフローの想定が可能な大口の要管理先を中心にキャッシュフローの想定が可能な大口の要管理先を中心にDCFDCFDCFDCF法を導入法を導入法を導入法を導入

平均的引当水準平均的引当水準平均的引当水準平均的引当水準

DCFDCFDCFDCF導入影響額導入影響額導入影響額導入影響額

要管理先の６割弱（要管理先の６割弱（要管理先の６割弱（要管理先の６割弱（58585858社）社）社）社）

４５％４５％４５％４５％ （対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）（対非保全部分）

３，７００億円３，７００億円３，７００億円３，７００億円

・・・・・・・・・・・・ みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行は要管理先の約７５％を対象みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行は要管理先の約７５％を対象みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行は要管理先の約７５％を対象みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行は要管理先の約７５％を対象

・・・・・・・・・・・・

（（（（DCFDCFDCFDCF法に基づく引当金－予想損失率に基づく引当金）法に基づく引当金－予想損失率に基づく引当金）法に基づく引当金－予想損失率に基づく引当金）法に基づく引当金－予想損失率に基づく引当金）

金融庁公表の特別検査先に対する金融庁公表の特別検査先に対する金融庁公表の特別検査先に対する金融庁公表の特別検査先に対するDCFDCFDCFDCF引当水引当水引当水引当水準３５％準３５％準３５％準３５％
を大幅に上回るを大幅に上回るを大幅に上回るを大幅に上回る

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

１．１．１．１．DCFDCFDCFDCF法の導入法の導入法の導入法の導入

� ポイントポイントポイントポイント

� ｢合理的｣な将来キャッシュフロー｢合理的｣な将来キャッシュフロー｢合理的｣な将来キャッシュフロー｢合理的｣な将来キャッシュフロー
���� 合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる再建計画等に基づく再建計画等に基づく再建計画等に基づく再建計画等に基づくもの（期間はもの（期間はもの（期間はもの（期間は概ね５年概ね５年概ね５年概ね５年））））

� キャッシュフローの見積もりに際し、将来の不確実性（デフォルト等）を反映キャッシュフローの見積もりに際し、将来の不確実性（デフォルト等）を反映キャッシュフローの見積もりに際し、将来の不確実性（デフォルト等）を反映キャッシュフローの見積もりに際し、将来の不確実性（デフォルト等）を反映
���� デフォルト率を使用したモデル｢二項モデル｣デフォルト率を使用したモデル｢二項モデル｣デフォルト率を使用したモデル｢二項モデル｣デフォルト率を使用したモデル｢二項モデル｣を採用を採用を採用を採用

（日本公認会計士協会による説例（基礎となるシナリオを設定する方式）に準拠）（日本公認会計士協会による説例（基礎となるシナリオを設定する方式）に準拠）（日本公認会計士協会による説例（基礎となるシナリオを設定する方式）に準拠）（日本公認会計士協会による説例（基礎となるシナリオを設定する方式）に準拠）

� 割引率は、割引率は、割引率は、割引率は、当初約定利率当初約定利率当初約定利率当初約定利率

２．予想損失率の見直し２．予想損失率の見直し２．予想損失率の見直し２．予想損失率の見直し

�最終処理加速や担保価値下落への対応の観点から最終処理加速や担保価値下落への対応の観点から最終処理加速や担保価値下落への対応の観点から最終処理加速や担保価値下落への対応の観点から、、、、DCF法適用対象外の先についても、予想損失率を保守的に見直し法適用対象外の先についても、予想損失率を保守的に見直し法適用対象外の先についても、予想損失率を保守的に見直し法適用対象外の先についても、予想損失率を保守的に見直し

（具体例）（具体例）（具体例）（具体例） ・破綻懸念先の予想損失率算定時に、倒産確率のみを乗ずる方法を採用・破綻懸念先の予想損失率算定時に、倒産確率のみを乗ずる方法を採用・破綻懸念先の予想損失率算定時に、倒産確率のみを乗ずる方法を採用・破綻懸念先の予想損失率算定時に、倒産確率のみを乗ずる方法を採用 （担保回収等を見込まず）（担保回収等を見込まず）（担保回収等を見込まず）（担保回収等を見込まず）

・要管理先の予想損失額算定時に、債権額全額に予想損失率を乗じる方法を採用・要管理先の予想損失額算定時に、債権額全額に予想損失率を乗じる方法を採用・要管理先の予想損失額算定時に、債権額全額に予想損失率を乗じる方法を採用・要管理先の予想損失額算定時に、債権額全額に予想損失率を乗じる方法を採用 （従来は非保全額をベースに算定）（従来は非保全額をベースに算定）（従来は非保全額をベースに算定）（従来は非保全額をベースに算定）

見直しによる影響額見直しによる影響額見直しによる影響額見直しによる影響額 ３，２００億円３，２００億円３，２００億円３，２００億円
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（参考）（参考）（参考）（参考） ＤＣＦ法による引当率（予想損失率）算出方法ＤＣＦ法による引当率（予想損失率）算出方法ＤＣＦ法による引当率（予想損失率）算出方法ＤＣＦ法による引当率（予想損失率）算出方法

� キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来

の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映

���� デフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデル ｢二項｢二項｢二項｢二項

モデル｣モデル｣モデル｣モデル｣を採用を採用を採用を採用

存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ

フローを算定フローを算定フローを算定フローを算定

� キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来キャッシュフローの見積もりに際し、将来

の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映の不確実性（デフォルト等）を反映

���� デフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデルデフォルト率を使用したモデル ｢二項｢二項｢二項｢二項

モデル｣モデル｣モデル｣モデル｣を採用を採用を採用を採用

存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ存続時・デフォルト時各々のキャッシュ

フローを算定フローを算定フローを算定フローを算定

� 合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー

を、を、を、を、当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き

� 合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー合理的に見積もった将来キャッシュフロー

を、を、を、を、当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き当初約定利率で割引き

� ｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣

���� 合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる

再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの （概ね５年（概ね５年（概ね５年（概ね５年））））

� ｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣｢合理的な将来キャッシュフロー｣

���� 合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる合理的で十分達成可能と認められる

再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの再建計画等に基づくもの （概ね５年（概ね５年（概ね５年（概ね５年））））

具体例具体例具体例具体例具体例具体例具体例具体例

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

： 10,000 百万円

： 500 百万円

： 9,500 百万円

： 3.0%

： 2.5%

1 2 3 4 5 5

1期目 2期目 3期目 4期目 5期目 残債

900 900 900 900 900 5,500

239 228 216 205 194

4,950

1,139 1,128 1,116 1,105 1,094 4,950

88.0% 76.0% 64.0% 52.0% 40.0% 40.0%

1,002 857 714 575 438 1,980

500 475 451 429 407 407

380 344 308 272 236 236

880 819 759 701 643 643

12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0% 0.0%

106 98 91 84 77 0

キャッシュフローの合計 =(A)+(B) 1,108 955 806 659 515 1,980

キャッシュフローの現在価値 1,075 900 737 585 444 1,708

現在価値計＝債権評価額 5,450

貸倒引当額  当初貸出残高－債権評価額 4,550

引当率 （対非保全額） 47.9%47.9%47.9%47.9%

存続確率 （1-累積ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率）

存続時
ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

当初貸出残高

担保評価額

非保全額

前
提
条
件

緩和後約定金利

計

当初約定金利（加重平均）

返済元本

デフォルト率

デフォルト時ＣＦ (B)

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ時
ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

存続時ＣＦ (A)

非保全資産ＣＦ

保全資産ＣＦ

計

利息 

残債のＣＦ（予想損失率考慮後）



10

保有株式リスクの大幅削減（１）保有株式リスクの大幅削減（１）保有株式リスクの大幅削減（１）保有株式リスクの大幅削減（１）～政策保有株式～政策保有株式～政策保有株式～政策保有株式

0000

2222

4444

6666

8888

10101010

98年年年年3月末月末月末月末

(兆円)

株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）株式ポートフォリオ（銀行合算）

取得取得取得取得
原価原価原価原価

時価時価時価時価

02年年年年3月末月末月末月末 03年年年年3月末月末月末月末
～～

� 株式売却と保守的な減損処理により、年間で３兆円圧縮株式売却と保守的な減損処理により、年間で３兆円圧縮株式売却と保守的な減損処理により、年間で３兆円圧縮株式売却と保守的な減損処理により、年間で３兆円圧縮
－－－－ 簿価対比、時価が簿価対比、時価が簿価対比、時価が簿価対比、時価が30％以上％以上％以上％以上 下落した銘柄をほぼ全て減損処理下落した銘柄をほぼ全て減損処理下落した銘柄をほぼ全て減損処理下落した銘柄をほぼ全て減損処理

� その他有証評価損益は△その他有証評価損益は△その他有証評価損益は△その他有証評価損益は△280億円とほぼ解消億円とほぼ解消億円とほぼ解消億円とほぼ解消

04年年年年9月末月末月末月末(計画計画計画計画)
～～

・株式売却 △１．８ 兆円
うち日銀向け △０．４５ 兆円

・ 期末減損処理 △ ０．６ 兆円

・期首含み損処理 △０．８ 兆円
（02年4月 分割・合併差益活用による処理）

（株式取得 ＋０．２兆円）

Tier１１１１比：比：比：比：70％％％％

評価損益評価損益評価損益評価損益

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

△△△△3333兆円兆円兆円兆円

株式評価損益
03年3月末： △1,948 億円
（02年3月末比 ＋5,598億円）

03年5月23日： ＋200億円強

⇒日経平均が6,000円割れでも
自己資本比率 8％維持可能
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保有株式リスクの大幅削減（２）保有株式リスクの大幅削減（２）保有株式リスクの大幅削減（２）保有株式リスクの大幅削減（２）～子会社・関連会社株式～子会社・関連会社株式～子会社・関連会社株式～子会社・関連会社株式

-2,000-2,000-2,000-2,000

-1,000-1,000-1,000-1,000

0000
02年年年年3月末月末月末月末 03年年年年3月末月末月末月末

上場子会社株式含み損益（銀行合算）上場子会社株式含み損益（銀行合算）上場子会社株式含み損益（銀行合算）上場子会社株式含み損益（銀行合算）

傘下銀行保有の子・関連会社の含み損処理

�みずほｱｾｯﾄ信託銀行
�みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券
�新光証券

（億円）（億円）（億円）（億円）

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

２．みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（２．みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（２．みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（２．みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（HD））））保有の子銀行株式の含み損処理保有の子銀行株式の含み損処理保有の子銀行株式の含み損処理保有の子銀行株式の含み損処理

� みずほ銀行（みずほ銀行（みずほ銀行（みずほ銀行（BK）・）・）・）・みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行（みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行（みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行（みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行（CB））））株式に株式に株式に株式に3.8兆円の投資損失引当金を計上兆円の投資損失引当金を計上兆円の投資損失引当金を計上兆円の投資損失引当金を計上

１．子会社・関連会社株式の含み損処理１．子会社・関連会社株式の含み損処理１．子会社・関連会社株式の含み損処理１．子会社・関連会社株式の含み損処理 ⇒⇒⇒⇒ 上場子会社株式含み損は△上場子会社株式含み損は△上場子会社株式含み損は△上場子会社株式含み損は△246億円に縮少億円に縮少億円に縮少億円に縮少

△△△△1,723

△△△△246
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財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

HD保有簿価保有簿価保有簿価保有簿価

優先株優先株優先株優先株 0.8

普通株普通株普通株普通株 1.6 普通株普通株普通株普通株 0.6
BK株式株式株式株式

CB株式株式株式株式

投資損失引当金
3.8兆円計上

保有株式リスクの大幅削減（３）保有株式リスクの大幅削減（３）保有株式リスクの大幅削減（３）保有株式リスクの大幅削減（３）～～～～BK・・・・CB株式株式株式株式

引当控除後引当控除後引当控除後引当控除後 HD保有簿価保有簿価保有簿価保有簿価

優先株優先株優先株優先株 1.1

実質価額評価

実質価額評価

実質価額評価

普通株普通株普通株普通株 2.8 実質価額評価

優先株優先株優先株優先株 0.8

優先株優先株優先株優先株 1.1

HD保有の子銀行株式に投資損失引当金保有の子銀行株式に投資損失引当金保有の子銀行株式に投資損失引当金保有の子銀行株式に投資損失引当金 3.8兆円計上兆円計上兆円計上兆円計上

�「種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い」「種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い」「種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い」「種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い」※※※※を半年前倒しで適用を半年前倒しで適用を半年前倒しで適用を半年前倒しで適用

⇒⇒⇒⇒ 優先株・普通株各々の実質価額に基づく含み損処理を実施優先株・普通株各々の実質価額に基づく含み損処理を実施優先株・普通株各々の実質価額に基づく含み損処理を実施優先株・普通株各々の実質価額に基づく含み損処理を実施

※※※※03年年年年3月月月月13日企業会計基準委員会日企業会計基準委員会日企業会計基準委員会日企業会計基準委員会

1.0

2.8

（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）



13

財務課題財務課題財務課題財務課題
の一掃の一掃の一掃の一掃

0000

1111

2222

3333

0000

1111

2222

3333

貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金
損金算入損金算入損金算入損金算入

限度超過額限度超過額限度超過額限度超過額

繰越繰越繰越繰越
欠損金欠損金欠損金欠損金

その他その他その他その他

計上繰延計上繰延計上繰延計上繰延
税金資産税金資産税金資産税金資産

評価性評価性評価性評価性
引当額引当額引当額引当額

保守的な前提により、保守的な前提により、保守的な前提により、保守的な前提により、02年年年年9月末比月末比月末比月末比 9,667億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り億円の繰延税金資産計上を見送り

収益計画（税引前ﾍﾞｰｽ）を
保守的に見積もり
⇒引当額9,667億円増加

02年年年年3月末月末月末月末

繰延税金資産内訳（繰延税金資産内訳（繰延税金資産内訳（繰延税金資産内訳（2行合算）行合算）行合算）行合算）

繰延税金資産の保守的計上繰延税金資産の保守的計上繰延税金資産の保守的計上繰延税金資産の保守的計上

※△3,183億円減少
（02/3末2.2兆円→03/3末1.9兆円)

3.3

2.2

（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）

03年年年年3月末月末月末月末

1.9※※※※
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自己資本の充実自己資本の充実自己資本の充実自己資本の充実
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11.25 11.25 11.25 11.25 ％％％％みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行

10.42 10.42 10.42 10.42 ％％％％みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

9.25 9.25 9.25 9.25 ％％％％みずほ銀行（国内基準）みずほ銀行（国内基準）みずほ銀行（国内基準）みずほ銀行（国内基準）

9.53 9.53 9.53 9.53 ％％％％みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率連結自己資本比率

自己資本自己資本自己資本自己資本
の充実の充実の充実の充実

日経平均日経平均日経平均日経平均がががが6,000円割れでも円割れでも円割れでも円割れでも
自己資本比率自己資本比率自己資本比率自己資本比率 8％％％％維持可能維持可能維持可能維持可能

増資による万全な財務基盤の確保増資による万全な財務基盤の確保増資による万全な財務基盤の確保増資による万全な財務基盤の確保

国内機関投資家・親密取引先国内機関投資家・親密取引先国内機関投資家・親密取引先国内機関投資家・親密取引先 3,400社より、資本調達社より、資本調達社より、資本調達社より、資本調達1.1兆円実施兆円実施兆円実施兆円実施

十分な自己資本比率の維持十分な自己資本比率の維持十分な自己資本比率の維持十分な自己資本比率の維持 本件調達による貸出利鞘改善への影響は限定的本件調達による貸出利鞘改善への影響は限定的本件調達による貸出利鞘改善への影響は限定的本件調達による貸出利鞘改善への影響は限定的

増資引受先は金利ガイドラインとの
乖離の小さい高・中格付先が大半

みずほ「金利ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」

現行ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ水準

高高高高 格付格付格付格付 低低低低

金金金金
利利利利
水水水水
準準準準
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�02年度の傘下子会社の繰越損失は準備金等年度の傘下子会社の繰越損失は準備金等年度の傘下子会社の繰越損失は準備金等年度の傘下子会社の繰越損失は準備金等

の取り崩しにより解消予定の取り崩しにより解消予定の取り崩しにより解消予定の取り崩しにより解消予定

� 03年度は普通株年度は普通株年度は普通株年度は普通株 復配復配復配復配3,000円を予定円を予定円を予定円を予定

（優先株配当含め年間配当額（優先株配当含め年間配当額（優先株配当含め年間配当額（優先株配当含め年間配当額 730億円予定）億円予定）億円予定）億円予定）

0000

1 ,0001 ,0001 ,0001 ,000

2,0002,0002,0002,000

3,0003,0003,0003,000

みずほみずほみずほみずほ

三菱東京三菱東京三菱東京三菱東京

三井住友三井住友三井住友三井住友

UFJ

（億円）（億円）（億円）（億円）

４大ｸﾞﾙｰﾌﾟ持株会社の利益剰余金比較４大ｸﾞﾙｰﾌﾟ持株会社の利益剰余金比較４大ｸﾞﾙｰﾌﾟ持株会社の利益剰余金比較４大ｸﾞﾙｰﾌﾟ持株会社の利益剰余金比較（（（（03年年年年3月期）月期）月期）月期） 剰余金レベル剰余金レベル剰余金レベル剰余金レベル（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社*））））剰余金レベル剰余金レベル剰余金レベル剰余金レベル（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社（新持株会社＋傘下子会社*））））

0.00.00.00.0

1 .01 .01 .01 .0

2.02.02.02.0

04/3期04/3期04/3期04/3期 05/3期05/3期05/3期05/3期 06/3期06/3期06/3期06/3期 07/3期07/3期07/3期07/3期 08/3期08/3期08/3期08/3期

（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）

＊みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､みずほ銀行､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行､＊みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､みずほ銀行､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行､＊みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､みずほ銀行､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行､＊みずほﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､みずほ銀行､みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行､
みずほ信託銀行､みずほ証券みずほ信託銀行､みずほ証券みずほ信託銀行､みずほ証券みずほ信託銀行､みずほ証券

自己資本自己資本自己資本自己資本
の充実の充実の充実の充実 安定配当体制の確立安定配当体制の確立安定配当体制の確立安定配当体制の確立

持株会社に十分な剰余金を確保持株会社に十分な剰余金を確保持株会社に十分な剰余金を確保持株会社に十分な剰余金を確保 今後も安定的に剰余金を積上げ今後も安定的に剰余金を積上げ今後も安定的に剰余金を積上げ今後も安定的に剰余金を積上げ

＊決算短信ﾍﾞｰｽ＊決算短信ﾍﾞｰｽ＊決算短信ﾍﾞｰｽ＊決算短信ﾍﾞｰｽ
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みずほビジネスモデルの進化みずほビジネスモデルの進化みずほビジネスモデルの進化みずほビジネスモデルの進化
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(株 )みずほ フィナンシャルグループ
（金融持株会社）

資
産
管
理
サ
ー
ビ
ス
信
託
銀
行

カ
ー
ド
会
社
（
ユ
ー
シ
ー
カ
ー
ド
）

シ
ス
テ
ム
関
連
会
社
（
Ｄ
Ｋ
Ｉ
Ｓ
・
Ｆ
Ｒ
Ｉ
Ｃ
・
Ｋ
Ｓ
Ｄ
）

資
産
運
用
会
社
（
Ｄ
Ｋ
Ａ
・
Ｆ
Ｉ
Ｍ
Ｃ
Ｏ
・
Ｄ
Ｉ
Ａ
Ｍ
）

シ
ン
ク
タ
ン
ク
（
み
ず
ほ
総
合
研
究
所
）

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
（み
ず
ほ
キ
ャ
ピ
タ
ル
）

信託・資産運用セクター信託・資産運用セクター信託・資産運用セクター信託・資産運用セクター

み
ず
ほ
証
券

銀行・証券セクター銀行・証券セクター銀行・証券セクター銀行・証券セクター

新光証券

みずほホールディングス（MHHD）
（銀行・証券持株会社）

銀行・証券銀行・証券銀行・証券銀行・証券
連携強化連携強化連携強化連携強化

企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企業再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（（（（03030303年上期、後述）年上期、後述）年上期、後述）年上期、後述）

戦略分野の戦略分野の戦略分野の戦略分野の
直接子会社化直接子会社化直接子会社化直接子会社化

信託・資産運用信託・資産運用信託・資産運用信託・資産運用
部門の再編部門の再編部門の再編部門の再編

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の進化の進化の進化の進化

み
ず
ほ
信
託
銀
行

み
ず
ほ
イ
ン
ベ
ス
タ
ー
ズ
証
券

再
生
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
会
社

み
ず
ほ
コ
｜
ポ
レ
｜
ト
銀
行

み
ず
ほ
銀
行

再
生
専
門
子
会
社

総合金融サービス力の強化総合金融サービス力の強化総合金融サービス力の強化総合金融サービス力の強化～事業再構築～事業再構築～事業再構築～事業再構築

グループ戦略見直しによる安定的な収益力の確立グループ戦略見直しによる安定的な収益力の確立グループ戦略見直しによる安定的な収益力の確立グループ戦略見直しによる安定的な収益力の確立

変革・加速変革・加速変革・加速変革・加速
プログラムプログラムプログラムプログラム
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みずほの「企業再生プロジェクト」（１）みずほの「企業再生プロジェクト」（１）みずほの「企業再生プロジェクト」（１）みずほの「企業再生プロジェクト」（１）

再生アドバイザリー会社再生アドバイザリー会社再生アドバイザリー会社再生アドバイザリー会社

みずほグループみずほグループみずほグループみずほグループ
（（（（60%60%60%60%出資）出資）出資）出資）

みずほグループみずほグループみずほグループみずほグループ
（（（（60%60%60%60%出資）出資）出資）出資）

日本政策投資銀行日本政策投資銀行日本政策投資銀行日本政策投資銀行
（（（（10%10%10%10%出資）出資）出資）出資）

日本政策投資銀行日本政策投資銀行日本政策投資銀行日本政策投資銀行
（（（（10%10%10%10%出資）出資）出資）出資）

外資系５社外資系５社外資系５社外資系５社
（（（（30%30%30%30%出資）出資）出資）出資）

外資系５社外資系５社外資系５社外資系５社
（（（（30%30%30%30%出資）出資）出資）出資）

国国国国
内内内内
外外外外
のののの
企企企企
業業業業
再再再再
生生生生
ノノノノ
ウウウウ
ハハハハ
ウウウウ

((((株株株株))))みずほｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰみずほｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰみずほｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰみずほｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

資本金：１億円資本金：１億円資本金：１億円資本金：１億円

従業員：約１２０名従業員：約１２０名従業員：約１２０名従業員：約１２０名

設立予定：設立予定：設立予定：設立予定：2003200320032003年年年年6666月上旬月上旬月上旬月上旬

再生専門子会社再生専門子会社再生専門子会社再生専門子会社

資本金：各社５億円資本金：各社５億円資本金：各社５億円資本金：各社５億円（当初）（当初）（当初）（当初）
従業員：合計従業員：合計従業員：合計従業員：合計 約６８５名約６８５名約６８５名約６８５名

設立：設立：設立：設立：2003200320032003年年年年5555月月月月
（（（（7777月下旬営業開始）月下旬営業開始）月下旬営業開始）月下旬営業開始）

((((株株株株))))みずほプロジェクトみずほプロジェクトみずほプロジェクトみずほプロジェクト((((株株株株))))みずほプロジェクトみずほプロジェクトみずほプロジェクトみずほプロジェクト

((((株株株株))))みずほコーポレートみずほコーポレートみずほコーポレートみずほコーポレート((((株株株株))))みずほコーポレートみずほコーポレートみずほコーポレートみずほコーポレート

((((株株株株))))みずほグローバルみずほグローバルみずほグローバルみずほグローバル((((株株株株))))みずほグローバルみずほグローバルみずほグローバルみずほグローバル

((((株株株株))))みずほアセットみずほアセットみずほアセットみずほアセット((((株株株株))))みずほアセットみずほアセットみずほアセットみずほアセット
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� 企業再生の早期実現企業再生の早期実現企業再生の早期実現企業再生の早期実現 ・・・・・・・・・・・・ 「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」
�再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念

�再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供

� 信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化

�銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化

� 企業再生の早期実現企業再生の早期実現企業再生の早期実現企業再生の早期実現 ・・・・・・・・・・・・ 「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」「企業再生を３年間で終結」
�再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念再生専門子会社は企業再生に特化、早期の再生終結に専念

�再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供再生アドバイザリー会社を設立、内外のノウハウを活用し、迅速かつ的確な再生スキームを提供

� 信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化信用創造機能の一段の強化

�銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化銀行本体は、良質かつ安定的な資金の供給など資金仲介機能を中心とした銀行業務に特化

※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の進化の進化の進化の進化
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みずほの「企業再生プロジェクト」（２）みずほの「企業再生プロジェクト」（２）みずほの「企業再生プロジェクト」（２）みずほの「企業再生プロジェクト」（２）

※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。※本プロジェクトは､国内外当局の許認可等を前提としております。

再生・リストラニーズのある先再生・リストラニーズのある先再生・リストラニーズのある先再生・リストラニーズのある先
全体の３分の２に相当全体の３分の２に相当全体の３分の２に相当全体の３分の２に相当

対象債権対象債権対象債権対象債権
国内取引先、海外取引先を含む約１千社国内取引先、海外取引先を含む約１千社国内取引先、海外取引先を含む約１千社国内取引先、海外取引先を含む約１千社

合計合計合計合計 約４．６兆円約４．６兆円約４．６兆円約４．６兆円 を分離を分離を分離を分離

再生専門子会社再生専門子会社再生専門子会社再生専門子会社 B/Sイメージイメージイメージイメージ （（（（4社単純合算）社単純合算）社単純合算）社単純合算）

正常債権正常債権正常債権正常債権

債権債権債権債権 （注）（注）（注）（注）

４．６兆円４．６兆円４．６兆円４．６兆円
((((貸出金及び株式貸出金及び株式貸出金及び株式貸出金及び株式))))

株株株株 式式式式

現現現現 預預預預 金金金金

貸倒貸倒貸倒貸倒引当金引当金引当金引当金（注）（注）（注）（注）

資資資資 本本本本

金融再生法金融再生法金融再生法金融再生法

開示債権開示債権開示債権開示債権（注）（注）（注）（注）

移
行
対
象

移
行
対
象

移
行
対
象

移
行
対
象

（注）部分直接償却実施前（注）部分直接償却実施前（注）部分直接償却実施前（注）部分直接償却実施前

（要管理先以上）（要管理先以上）（要管理先以上）（要管理先以上）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の進化の進化の進化の進化
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0000

55550000

111100000000

02年年年年3月末月末月末月末 03年年年年3月末月末月末月末

0000

5555

10101010

15151515

20202020

00年3月末00年3月末00年3月末00年3月末 01年3月末01年3月末01年3月末01年3月末 02年3月末02年3月末02年3月末02年3月末 03年3月末03年3月末03年3月末03年3月末

(兆円兆円兆円兆円)

CB

金融債利回金融債利回金融債利回金融債利回:  91bp
預金利回預金利回預金利回預金利回:        5bp

(兆円兆円兆円兆円)

BK

△△△△4兆兆兆兆円円円円

CB  △△△△ 18兆円兆円兆円兆円
BK   △△△△ 4兆円兆円兆円兆円

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の進化の進化の進化の進化 ポートフォリオ構造の改革ポートフォリオ構造の改革ポートフォリオ構造の改革ポートフォリオ構造の改革

みずほﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの加速によるみずほﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの加速によるみずほﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの加速によるみずほﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの加速による
ﾘｽｸｱｾｯﾄの効率化ﾘｽｸｱｾｯﾄの効率化ﾘｽｸｱｾｯﾄの効率化ﾘｽｸｱｾｯﾄの効率化

リスクアセットリスクアセットリスクアセットリスクアセット 年間年間年間年間 △△△△22兆円兆円兆円兆円 金融債金融債金融債金融債 年間年間年間年間 △△△△4兆円兆円兆円兆円

資産スリム化に合わせた金融債の圧縮資産スリム化に合わせた金融債の圧縮資産スリム化に合わせた金融債の圧縮資産スリム化に合わせた金融債の圧縮

94.2

71.8
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みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行

� 顧客セグメントに応じた戦略展開の加速

�個人取引分野
－ 会員制サービス（03/3末 707万人）
－ 居住用住宅ﾛｰﾝNo.1堅持（03/3末 9.1兆円）

� 法人取引分野
－ ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ/ﾁｬﾈﾙを絞った戦略的取組（ｽﾓｰﾙ）
－ ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ推進による収益拡大（ﾐﾄﾞﾙ）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の進化の進化の進化の進化 顧客セグメント別事業戦略の実施顧客セグメント別事業戦略の実施顧客セグメント別事業戦略の実施顧客セグメント別事業戦略の実施

みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行

� 市場型間接金融モデルへの転換加速

�大胆な経営資源シフトと大幅な機構改革
－ 企画部全廃、戦略部門1,000人体制

� ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ・IB業務収益は下期に5割増加
－ 国内ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝのﾏｰｹｯﾄｼｪｱ47％

� 国際業務の戦略的再構築
－ 02年度中に海外拠点統廃合△22拠点

みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行

� 独自の強みを活かしたフルライン信託

�遺言信託受託件数残高第１位

�債権・不動産流動化受託残高第１位

�第１回「誠実な企業」賞（金融機関部門）受賞
－ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等の内部管理ｼｽﾃﾑの構築

� BK・CB間との信託代理店397か店

みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券

� 本格的インベストメントバンクへの地歩確立

�債券－ 国内社債ﾘｰｸﾞﾃｰﾌﾞﾙで国内3位

� IB －M&Aｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾗﾝｷﾝｸﾞ（完了案件）首位

� 株式 － 市場ｼｪｱ・ｱﾅﾘｽﾄﾗﾝｷﾝｸﾞで地位向上
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コスト構造の大改革コスト構造の大改革コスト構造の大改革コスト構造の大改革
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0000

5,0005,0005,0005,000

経費経費経費経費経費経費経費経費 （（（（（（（（22行合算）行合算）行合算）行合算）行合算）行合算）行合算）行合算）

人件費人件費人件費人件費

物件費物件費物件費物件費

� 健全化計画を上回るリストラ健全化計画を上回るリストラ健全化計画を上回るリストラ健全化計画を上回るリストラ ⇒⇒⇒⇒ 02年度経費年度経費年度経費年度経費 △△△△280億円億円億円億円（（（（02年度見込比）年度見込比）年度見込比）年度見込比）

� 統合合理化の加速統合合理化の加速統合合理化の加速統合合理化の加速 ⇒⇒⇒⇒ 05年度経費年度経費年度経費年度経費 △△△△1,600億円億円億円億円（（（（02年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）

税金等税金等税金等税金等

02020202年度年度年度年度
見込見込見込見込

02020202年度年度年度年度
実績実績実績実績

00005555年度年度年度年度
計画計画計画計画

コスト構造コスト構造コスト構造コスト構造
の大改革の大改革の大改革の大改革

（億円）（億円）（億円）（億円）

コスト構造の大改革コスト構造の大改革コスト構造の大改革コスト構造の大改革

03年度以降年度以降年度以降年度以降

物件費物件費物件費物件費
� 03年度に拠点統廃合年度に拠点統廃合年度に拠点統廃合年度に拠点統廃合

� 国内 △104か店 ⇒ 458 か店体制
� 海外 △ 6拠点 ⇒ 43 拠点

� ｽﾍﾟｰｽｺｽﾄ・業務委託費の削減ｽﾍﾟｰｽｺｽﾄ・業務委託費の削減ｽﾍﾟｰｽｺｽﾄ・業務委託費の削減ｽﾍﾟｰｽｺｽﾄ・業務委託費の削減

人件費人件費人件費人件費
� 人員数の削減人員数の削減人員数の削減人員数の削減

� 削減計画前倒し ⇒ 05/3末迄に△3,900人
� 役職員処遇の見直し（実施済）役職員処遇の見直し（実施済）役職員処遇の見直し（実施済）役職員処遇の見直し（実施済）

� 従業員年収 平均△10％、部店長級△20％

02年度年度年度年度

� 役員数・役員報酬の大幅削減 △30％
� 従業員数の削減加速 （計画比 △1,150名）

� 内外拠点統廃合の加速 （年間 △38拠点、計画比 △4拠点）
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２００３年度業績予想２００３年度業績予想２００３年度業績予想２００３年度業績予想
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業務純益業務純益業務純益業務純益
（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）

業務純益業務純益業務純益業務純益
（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）（一般貸引繰入前）

経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益

与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用与信関連費用

連　　結連　　結連　　結連　　結連　　結連　　結連　　結連　　結

8,950

銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算銀行合算

当期利益当期利益当期利益当期利益当期利益当期利益当期利益当期利益

5,000

32,000

経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益経常利益

当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益

経常収益経常収益経常収益経常収益経常収益経常収益経常収益経常収益

（億円）

02年度比年度比年度比年度比02年度比年度比年度比年度比

+10

△3,400 +17,552

4,300 +26,049

2,320 +25,990

2003200320032003年度業績予想年度業績予想年度業績予想年度業績予想

02年度比年度比年度比年度比02年度比年度比年度比年度比

△2,359

+26,305

+25,971

与信関係費用の減少による黒字化を予想与信関係費用の減少による黒字化を予想与信関係費用の減少による黒字化を予想与信関係費用の減少による黒字化を予想

2,200

予想配当予想配当予想配当予想配当予想配当予想配当予想配当予想配当 3,000円
（1株当り）

（億円）

2003年度年度年度年度

業績予想業績予想業績予想業績予想
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業務純益業務純益業務純益業務純益 8,270億円（億円（億円（億円（2行合算、前年度比行合算、前年度比行合算、前年度比行合算、前年度比 +123億円）億円）億円）億円）

国内国内国内国内
金利金利金利金利

市場性市場性市場性市場性
その他その他その他その他

02年度実績年度実績年度実績年度実績 03年度計画年度計画年度計画年度計画

物件費物件費物件費物件費

人件費人件費人件費人件費

業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益 8,146億円億円億円億円 ⇒⇒⇒⇒ 8,270億円億円億円億円

国内金利関連国内金利関連国内金利関連国内金利関連国内金利関連国内金利関連国内金利関連国内金利関連 + 70+ 70億円億円億円億円億円億円億円億円

貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を貸出ボリューム減少による減収を

貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う貸出スプレッド改善で補う

国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連国内非金利関連 + 330+ 330億円億円億円億円億円億円億円億円

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加えｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝなどｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽに加え

手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響手数料水準の適正化影響

市場性・その他市場性・その他市場性・その他市場性・その他市場性・その他市場性・その他市場性・その他市場性・その他 △△△△△△△△ 700700億円億円億円億円億円億円億円億円

人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費 △△△△△△△△ 310310億円億円億円億円億円億円億円億円

従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与従業員年収カットが年間で寄与

人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し人員削減計画の前倒し

物件費ほか物件費ほか物件費ほか物件費ほか物件費ほか物件費ほか物件費ほか物件費ほか △△△△△△△△110110億円億円億円億円億円億円億円億円

内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△内外拠点統廃合前倒し△110110店店店店店店店店
業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減業務委託費・ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ削減

5,000

10,000

（億円）（億円）（億円）（億円）

国内国内国内国内
非金利非金利非金利非金利

15,000

税金等税金等税金等税金等

2003200320032003年度業績予想内訳年度業績予想内訳年度業績予想内訳年度業績予想内訳（２行合算）（２行合算）（２行合算）（２行合算）

経費経費経費経費経費経費経費経費 △△△△△△△△ 420420億円億円億円億円億円億円億円億円

業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益 △△△△△△△△ 300300億円億円億円億円億円億円億円億円

2003年度年度年度年度

業績予想業績予想業績予想業績予想
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2003200320032003年度年度年度年度 与信関係費用予想与信関係費用予想与信関係費用予想与信関係費用予想 （銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）（銀行合算）

【区分劣化コストの減少】【区分劣化コストの減少】【区分劣化コストの減少】【区分劣化コストの減少】

� 総与信残高の減少総与信残高の減少総与信残高の減少総与信残高の減少 （△（△（△（△22%22%22%22%減少）減少）減少）減少）

� 要注意先引当率引上げ要注意先引当率引上げ要注意先引当率引上げ要注意先引当率引上げ
要注意要注意要注意要注意 →→→→ 破綻懸念化時のコストが減少破綻懸念化時のコストが減少破綻懸念化時のコストが減少破綻懸念化時のコストが減少

� DCFDCFDCFDCF適用の大口要管理先適用の大口要管理先適用の大口要管理先適用の大口要管理先
引当金を活用して再生・回収を促進引当金を活用して再生・回収を促進引当金を活用して再生・回収を促進引当金を活用して再生・回収を促進

02020202年度の大幅前倒し処理、引当率向上年度の大幅前倒し処理、引当率向上年度の大幅前倒し処理、引当率向上年度の大幅前倒し処理、引当率向上

���� ・最終処理コストの大幅減少・最終処理コストの大幅減少・最終処理コストの大幅減少・最終処理コストの大幅減少

・破綻時リスクの極小化・破綻時リスクの極小化・破綻時リスクの極小化・破綻時リスクの極小化

03030303年度年度年度年度
通期予想通期予想通期予想通期予想

02/02/02/02/上実績上実績上実績上実績
年年年年度度度度換算換算換算換算

2,3002,3002,3002,300億円億円億円億円 2,7002,7002,7002,700億円億円億円億円

1,1001,1001,1001,100億円億円億円億円 2,8002,8002,8002,800億円億円億円億円

� 区分移動区分移動区分移動区分移動 ：：：： 02020202年上期実績（足許経済環境におけるベース処理実績）を基に算定年上期実績（足許経済環境におけるベース処理実績）を基に算定年上期実績（足許経済環境におけるベース処理実績）を基に算定年上期実績（足許経済環境におけるベース処理実績）を基に算定

� 最終処理最終処理最終処理最終処理 ：：：： 「「「「2222年・年・年・年・3333年ルール」「年ルール」「年ルール」「年ルール」「5555割・割・割・割・8888割ルール」を着実に実施割ルール」を着実に実施割ルール」を着実に実施割ルール」を着実に実施
・破綻懸念先Ⅲ分類未引当額は全額ロス・破綻懸念先Ⅲ分類未引当額は全額ロス・破綻懸念先Ⅲ分類未引当額は全額ロス・破綻懸念先Ⅲ分類未引当額は全額ロス化化化化
・破綻懸念先以下の担保は△５％／年間下落・破綻懸念先以下の担保は△５％／年間下落・破綻懸念先以下の担保は△５％／年間下落・破綻懸念先以下の担保は△５％／年間下落

【最終処理コストの減少】【最終処理コストの減少】【最終処理コストの減少】【最終処理コストの減少】

� 破綻懸念先以下残高の減少破綻懸念先以下残高の減少破綻懸念先以下残高の減少破綻懸念先以下残高の減少 （△（△（△（△44%44%44%44%減少）減少）減少）減少）

� オフバランス化必要額の減少オフバランス化必要額の減少オフバランス化必要額の減少オフバランス化必要額の減少
03030303年度計画年度計画年度計画年度計画 0.90.90.90.9兆円兆円兆円兆円 （（（（02020202年度実績年度実績年度実績年度実績 2.92.92.92.9兆円）兆円）兆円）兆円）

� 破綻懸念先引当率引上げ破綻懸念先引当率引上げ破綻懸念先引当率引上げ破綻懸念先引当率引上げ ���� 最終処理コストの減少最終処理コストの減少最終処理コストの減少最終処理コストの減少

区分劣化コスト区分劣化コスト区分劣化コスト区分劣化コスト

最終処理コスト最終処理コスト最終処理コスト最終処理コスト

（銀行合算ベース）（銀行合算ベース）（銀行合算ベース）（銀行合算ベース）

前前前前

提提提提
条条条条
件件件件

（参考）（参考）（参考）（参考）

減少率減少率減少率減少率
△△△△14%14%14%14%

減少率減少率減少率減少率
△△△△60%60%60%60%

03030303年度与信関係費用年度与信関係費用年度与信関係費用年度与信関係費用 ３，３，３，３，４４４４００億円００億円００億円００億円 （（（（与信比率与信比率与信比率与信比率44444444bpbpbpbp））））

3,4003,4003,4003,400億円億円億円億円 5,5005,5005,5005,500億円億円億円億円年度合計年度合計年度合計年度合計

2003年度年度年度年度

業績予想業績予想業績予想業績予想
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本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するも本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するも本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するも本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するも

のではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目のではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目のではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目のではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目

標対比異なる可能性があることにご留意ください。標対比異なる可能性があることにご留意ください。標対比異なる可能性があることにご留意ください。標対比異なる可能性があることにご留意ください。
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みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行みずほコーポレート銀行 P 31P 31‐‐‐‐‐‐‐‐3434

みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行みずほ銀行 P 35P 35‐‐‐‐‐‐‐‐3838

みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券 P 39P 39‐‐‐‐‐‐‐‐4040

みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行みずほ信託銀行 P 41P 41

子会社別子会社別子会社別子会社別 収益計画・事業戦略収益計画・事業戦略収益計画・事業戦略収益計画・事業戦略
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役務収益等役務収益等役務収益等役務収益等役務収益等役務収益等役務収益等役務収益等 + 1,200+ 1,200億円億円億円億円億円億円億円億円
ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ ＋＋＋＋＋＋＋＋ 250250億円億円億円億円億円億円億円億円

外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ外為・デリバティブ ＋＋＋＋＋＋＋＋ 400400億円億円億円億円億円億円億円億円

投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務投資銀行業務 ＋＋＋＋＋＋＋＋ 100100億円億円億円億円億円億円億円億円

貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘貸出利鞘 △△△△△△△△ 150150億円億円億円億円億円億円億円億円

貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少貸出ボリューム減少 △△△△△△△△ 900900億円億円億円億円億円億円億円億円

貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ貸出金利引上げ ＋＋＋＋＋＋＋＋ 750750億円億円億円億円億円億円億円億円

市場収益市場収益市場収益市場収益市場収益市場収益市場収益市場収益 △△△△△△△△ 550550億円億円億円億円億円億円億円億円

業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益 ＋＋＋＋＋＋＋＋500500億円億円億円億円億円億円億円億円

人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費 △△△△△△△△ 250250億円億円億円億円億円億円億円億円

物件費物件費物件費物件費物件費物件費物件費物件費 △△△△△△△△ 400400億円億円億円億円億円億円億円億円

海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合海外拠点統廃合04/304/3末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△66拠点拠点拠点拠点拠点拠点拠点拠点

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の収益計画みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の収益計画みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の収益計画みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の収益計画
みずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟ
ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行

02年度02年度02年度02年度 05年度05年度05年度05年度

貸出貸出貸出貸出
利鞘利鞘利鞘利鞘

市場市場市場市場
収益収益収益収益

役務役務役務役務
収益等収益等収益等収益等

5,000

10,000

0

業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益 4,202億円億円億円億円 ⇒⇒⇒⇒ 5,400億円億円億円億円

02年度実績年度実績年度実績年度実績 05年度計画年度計画年度計画年度計画

物件費物件費物件費物件費

人件費人件費人件費人件費

（億円）（億円）（億円）（億円） 非金利収入比率非金利収入比率非金利収入比率非金利収入比率 50％％％％ （（（（05年度）年度）年度）年度）

税金等税金等税金等税金等
経費経費経費経費経費経費経費経費 △△△△△△△△700700億円億円億円億円億円億円億円億円
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シンジケーションビジネスの創造・拡大シンジケーションビジネスの創造・拡大シンジケーションビジネスの創造・拡大シンジケーションビジネスの創造・拡大

0000

20202020

40404040

60606060

80808080

2002年度2002年度2002年度2002年度 2005年度2005年度2005年度2005年度 2007年度2007年度2007年度2007年度

0000

10101010

20202020

30303030

2002年度2002年度2002年度2002年度 2005年度2005年度2005年度2005年度 2007年度2007年度2007年度2007年度

５年後の国内市場イメージ ５年後のみずほＣＢ組成額イメージ

企業再生企業再生企業再生企業再生
M&AM&AM&AM&A案件等案件等案件等案件等

ﾀｰﾑﾛｰﾝﾀｰﾑﾛｰﾝﾀｰﾑﾛｰﾝﾀｰﾑﾛｰﾝ

ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ
みずほみずほみずほみずほ
ＣＢＣＢＣＢＣＢ

みずほみずほみずほみずほ
ＣＢＣＢＣＢＣＢ

（兆円）
（兆円）

みずほみずほみずほみずほ
ＣＢＣＢＣＢＣＢ

世界最大の資産規模・国内最大の金融法人ネットワークを活用世界最大の資産規模・国内最大の金融法人ネットワークを活用世界最大の資産規模・国内最大の金融法人ネットワークを活用世界最大の資産規模・国内最大の金融法人ネットワークを活用

2002年国内マーケットシェア年国内マーケットシェア年国内マーケットシェア年国内マーケットシェア47％％％％※※※※ ⇒⇒⇒⇒ 今後もトップを堅持今後もトップを堅持今後もトップを堅持今後もトップを堅持

みずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟ
ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行

※国内ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成関与額※国内ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成関与額※国内ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成関与額※国内ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ組成関与額
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ソリューションビジネスの強化ソリューションビジネスの強化ソリューションビジネスの強化ソリューションビジネスの強化

全プロダクトで本邦随一の規模と実力を活かし、全プロダクトで本邦随一の規模と実力を活かし、全プロダクトで本邦随一の規模と実力を活かし、全プロダクトで本邦随一の規模と実力を活かし、
『ベストソリューションプロバイダー』の地位を確立『ベストソリューションプロバイダー』の地位を確立『ベストソリューションプロバイダー』の地位を確立『ベストソリューションプロバイダー』の地位を確立

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ
債権流動化ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ債権流動化ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ債権流動化ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ債権流動化ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ

不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ不動産ﾌｧｲﾅﾝｽ
不動産流動化・開発型ﾌｧｲﾅﾝｽ等不動産流動化・開発型ﾌｧｲﾅﾝｽ等不動産流動化・開発型ﾌｧｲﾅﾝｽ等不動産流動化・開発型ﾌｧｲﾅﾝｽ等

社債受託関連業務社債受託関連業務社債受託関連業務社債受託関連業務

本邦随一のアレンジ実績本邦随一のアレンジ実績本邦随一のアレンジ実績本邦随一のアレンジ実績
　累計　累計　累計　累計約約約約60件件件件／／／／9000億円億円億円億円

　本邦ＭＢＯ市場のﾏｰｹｯﾄﾘｰﾀﾞｰ　本邦ＭＢＯ市場のﾏｰｹｯﾄﾘｰﾀﾞｰ　本邦ＭＢＯ市場のﾏｰｹｯﾄﾘｰﾀﾞｰ　本邦ＭＢＯ市場のﾏｰｹｯﾄﾘｰﾀﾞｰ
　デット案件の市場シェア　デット案件の市場シェア　デット案件の市場シェア　デット案件の市場シェア70％超％超％超％超

みずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟ
ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行

買収ﾌｧｲﾅﾝｽ買収ﾌｧｲﾅﾝｽ買収ﾌｧｲﾅﾝｽ買収ﾌｧｲﾅﾝｽ
MBO・・・・LBOﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等

事業再生ﾌｧｲﾅﾝｽ事業再生ﾌｧｲﾅﾝｽ事業再生ﾌｧｲﾅﾝｽ事業再生ﾌｧｲﾅﾝｽ
DIP・・・・EXITﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等ﾌｧｲﾅﾝｽ等

公募事業債受託公募事業債受託公募事業債受託公募事業債受託 市場ｼｪｱ約市場ｼｪｱ約市場ｼｪｱ約市場ｼｪｱ約35％％％％

　　　　買取債権残高　約買取債権残高　約買取債権残高　約買取債権残高　約2兆円兆円兆円兆円
　市場シェア　市場シェア　市場シェア　市場シェア 30％超％超％超％超　　　　

　本邦市場のパイオニア　本邦市場のパイオニア　本邦市場のパイオニア　本邦市場のパイオニア
　公的金融機関とも連携　公的金融機関とも連携　公的金融機関とも連携　公的金融機関とも連携

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行ならではの、「ファイナンス」を軸としたフィービジネスの展開ならではの、「ファイナンス」を軸としたフィービジネスの展開ならではの、「ファイナンス」を軸としたフィービジネスの展開ならではの、「ファイナンス」を軸としたフィービジネスの展開

六本木ヒルズ・不動産ﾉﾝﾘｺｰｽローン

◆国内最大の市街地再開発事業　
　 （総事業費2700億円）

◆国内初のテイクアウトコミットメント　
　（ノンリコースベース）の組成

◆国内最大規模のノンリコースローン
　 シンジケーション（1700億円）みずほ銀行等の実績を含む
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みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の強みみずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の強みみずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の強みみずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行の強み

預金量預金量預金量預金量預金量預金量預金量預金量1,0001,000億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況億円超の金融法人との取引状況

106106106106

240240240240

197197197197

163163163163

2222

対象金法対象金法対象金法対象金法 503社社社社

預金量預金量預金量預金量 708兆円兆円兆円兆円

グラフ内数字は対象先グラフ内数字は対象先グラフ内数字は対象先グラフ内数字は対象先
の預貯金量合計の預貯金量合計の預貯金量合計の預貯金量合計

単位：兆円単位：兆円単位：兆円単位：兆円

ディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリュームディストリビューション・ボリューム

02020202年度のフロー販売額年度のフロー販売額年度のフロー販売額年度のフロー販売額

0000

5,0005,0005,0005,000

10,00010,00010,00010,000

15,00015,00015,00015,000

20,00020,00020,00020,000

金融債金融債金融債金融債 ｼ･ﾛｰﾝｼ･ﾛｰﾝｼ･ﾛｰﾝｼ･ﾛｰﾝ CP・ABCPCP・ABCPCP・ABCPCP・ABCP 投資信託投資信託投資信託投資信託

02年上期02年上期02年上期02年上期

02年下期02年下期02年下期02年下期

みずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟみずほｺｰﾎﾟ
ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行ﾚｰﾄ銀行

国内主要投資家カバー率：国内主要投資家カバー率：国内主要投資家カバー率：国内主要投資家カバー率： 社数社数社数社数 97%97%97%97%、預金量、預金量、預金量、預金量 99.7%99.7%99.7%99.7%

自行債権自行債権自行債権自行債権
流動化流動化流動化流動化

圧倒的な顧客基盤とディストリビューションネットワーク力の活用圧倒的な顧客基盤とディストリビューションネットワーク力の活用圧倒的な顧客基盤とディストリビューションネットワーク力の活用圧倒的な顧客基盤とディストリビューションネットワーク力の活用

（億円）（億円）（億円）（億円）

系統上部系統上部系統上部系統上部

地銀・第二地銀地銀・第二地銀地銀・第二地銀地銀・第二地銀

生損保生損保生損保生損保

信連・労金信連・労金信連・労金信連・労金
・信金組・信金組・信金組・信金組

非取引先非取引先非取引先非取引先
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みずほみずほみずほみずほ

銀行銀行銀行銀行

金利金利金利金利
収入収入収入収入

市場市場市場市場
部門部門部門部門

非金利非金利非金利非金利
収入収入収入収入

02年度実績年度実績年度実績年度実績 05年度計画年度計画年度計画年度計画

物件費物件費物件費物件費

人件費人件費人件費人件費

業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益業務純益 3,945億円億円億円億円 ⇒⇒⇒⇒ 7,100億円億円億円億円

業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益 ＋＋＋＋＋＋＋＋2,3002,300億円億円億円億円億円億円億円億円

経費経費経費経費経費経費経費経費 △△△△△△△△1,0001,000億円億円億円億円億円億円億円億円
5,000

10,000

（億円）（億円）（億円）（億円）

みずほ銀行の収益計画みずほ銀行の収益計画みずほ銀行の収益計画みずほ銀行の収益計画

業務粗利益経費率業務粗利益経費率業務粗利益経費率業務粗利益経費率 40％台前半％台前半％台前半％台前半 （（（（05年度）年度）年度）年度）

税金等税金等税金等税金等

金利収入金利収入金利収入金利収入金利収入金利収入金利収入金利収入 + 2,600+ 2,600億円億円億円億円億円億円億円億円
貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善貸出ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ改善 ＋＋＋＋＋＋＋＋900900億円億円億円億円億円億円億円億円

良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強良質貸出増強 ＋＋＋＋＋＋＋＋200200億円億円億円億円億円億円億円億円

非金利収入非金利収入非金利収入非金利収入非金利収入非金利収入非金利収入非金利収入 + 300+ 300億円億円億円億円億円億円億円億円

ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ関連 ＋＋＋＋＋＋＋＋100100億円億円億円億円億円億円億円億円

手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化手数料水準適正化 ＋＋＋＋＋＋＋＋100100億円億円億円億円億円億円億円億円

新規施策新規施策新規施策新規施策新規施策新規施策新規施策新規施策 ＋＋＋＋＋＋＋＋ 5050億円億円億円億円億円億円億円億円

市場部門市場部門市場部門市場部門市場部門市場部門市場部門市場部門 △△△△△△△△ 600600億円億円億円億円億円億円億円億円

人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費 △△△△△△△△ 300300億円億円億円億円億円億円億円億円

人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、人員削減前倒し、05/305/3末末末末末末末末19,00019,000人体制人体制人体制人体制人体制人体制人体制人体制

物件費物件費物件費物件費物件費物件費物件費物件費 △△△△△△△△ 650650億円億円億円億円億円億円億円億円

店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、店舗統廃合前倒し、04/304/3末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△末迄△120120店店店店店店店店
ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減ﾊﾞｯｸｵﾌｨｽの業務委託費２割減

施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少施設の有効活用でﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ減少



36

� 財務改善に向けたｿﾘｭｰｼｮﾝ検討資料と合わせ、財務改善に向けたｿﾘｭｰｼｮﾝ検討資料と合わせ、財務改善に向けたｿﾘｭｰｼｮﾝ検討資料と合わせ、財務改善に向けたｿﾘｭｰｼｮﾝ検討資料と合わせ、

金利改善交渉金利改善交渉金利改善交渉金利改善交渉

� 既存ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出に「財務特約（ｺﾍﾞﾅﾝﾂ）」付与既存ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出に「財務特約（ｺﾍﾞﾅﾝﾂ）」付与既存ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出に「財務特約（ｺﾍﾞﾅﾝﾂ）」付与既存ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸出に「財務特約（ｺﾍﾞﾅﾝﾂ）」付与

� 低格付先への段階的適正化の徹底低格付先への段階的適正化の徹底低格付先への段階的適正化の徹底低格付先への段階的適正化の徹底

リスクに見合った適正な金利水準の確保リスクに見合った適正な金利水準の確保リスクに見合った適正な金利水準の確保リスクに見合った適正な金利水準の確保

貸出金利の早期適正化・良質貸出の増強貸出金利の早期適正化・良質貸出の増強貸出金利の早期適正化・良質貸出の増強貸出金利の早期適正化・良質貸出の増強

03/303/303/303/3 06/306/306/306/3 08/308/308/308/3

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ水準ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ水準ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ水準ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ水準

06/3末までにガイドライン末までにガイドライン末までにガイドライン末までにガイドライン
の未達幅をの未達幅をの未達幅をの未達幅を3/4まで縮小まで縮小まで縮小まで縮小

08/3末までに末までに末までに末までに

完全達成完全達成完全達成完全達成

みずほみずほみずほみずほ

銀行銀行銀行銀行

良質貸出資産の増強良質貸出資産の増強良質貸出資産の増強良質貸出資産の増強

小規模企業向け貸出の増強小規模企業向け貸出の増強小規模企業向け貸出の増強小規模企業向け貸出の増強
・「ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾊﾟｰﾄﾅｰ（自動審査ﾓﾃﾞﾙを活用した無担保貸出商品）」
「東京都ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車特別融資」の拡販

・ﾋﾞｼﾞﾈｽ金融ｾﾝﾀｰによる小規模企業の取引集約
及びﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの拡大

住宅ローンの拡販住宅ローンの拡販住宅ローンの拡販住宅ローンの拡販

・宅建業者・職域ﾏｰｹｯﾄへの取組強化

・競争力あるﾛｰﾝ商品・金利による拡販

・住宅ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ集約化による効率的営業推進

新規取引の推進新規取引の推進新規取引の推進新規取引の推進

・新規開拓500人体制、本部協働・ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ活用

による有効情報の共有化

・個社別戦略会議の実施
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－ｿﾘｭｰｼｮﾝ担当本部人員の増強－ｿﾘｭｰｼｮﾝ担当本部人員の増強－ｿﾘｭｰｼｮﾝ担当本部人員の増強－ｿﾘｭｰｼｮﾝ担当本部人員の増強

－支店表彰項目への繰入－支店表彰項目への繰入－支店表彰項目への繰入－支店表彰項目への繰入

ｿﾘｭｰｼｮﾝ関連手数料ｿﾘｭｰｼｮﾝ関連手数料ｿﾘｭｰｼｮﾝ関連手数料ｿﾘｭｰｼｮﾝ関連手数料 新規商品の拡販新規商品の拡販新規商品の拡販新規商品の拡販 手数料水準の適正化手数料水準の適正化手数料水準の適正化手数料水準の適正化

03年度 05年度 07年度 03年度 05年度 07年度 03年度 05年度 07年度

＋150億円

＋100億円

＋
150億円

手数料収入の増強手数料収入の増強手数料収入の増強手数料収入の増強
みずほみずほみずほみずほ

銀行銀行銀行銀行

支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化支店と本部・グループ会社との協働による非金利収入の極大化

0505年度年度年度年度年度年度年度年度 +300+300億円、億円、億円、億円、億円、億円、億円、億円、0707年度年度年度年度年度年度年度年度 +500+500億円億円億円億円億円億円億円億円 （（（（（（（（0202年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）年度実績比）

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料、ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料、ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料、ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ手数料、

投資銀行業務関連を倍増投資銀行業務関連を倍増投資銀行業務関連を倍増投資銀行業務関連を倍増
マルチペイメント・保険代理店マルチペイメント・保険代理店マルチペイメント・保険代理店マルチペイメント・保険代理店

手数料等、新規施策の実施手数料等、新規施策の実施手数料等、新規施策の実施手数料等、新規施策の実施

為替・外為・口座振替・為替・外為・口座振替・為替・外為・口座振替・為替・外為・口座振替・EB手数料手数料手数料手数料

等の減免先につき、短期集中して等の減免先につき、短期集中して等の減免先につき、短期集中して等の減免先につき、短期集中して

改善交渉を徹底改善交渉を徹底改善交渉を徹底改善交渉を徹底
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経営健全化計画ベース

15,00015,00015,00015,000

20,00020,00020,00020,000

従従従従 業業業業 員員員員 数数数数

人員削減人員削減人員削減人員削減 １年前倒し１年前倒し１年前倒し１年前倒し

400400400400

500500500500

03/303/303/303/3

544

国内本支店数国内本支店数国内本支店数国内本支店数

統廃合（統廃合（統廃合（統廃合（104ヶ店）ヶ店）ヶ店）ヶ店）2年前倒し年前倒し年前倒し年前倒し

04/304/304/304/3

440

06/306/306/306/3

2年年年年
1年年年年

（店）（店）（店）（店） （人）（人）（人）（人）

コスト削減の徹底的前倒しコスト削減の徹底的前倒しコスト削減の徹底的前倒しコスト削減の徹底的前倒し
みずほみずほみずほみずほ

銀行銀行銀行銀行

03/303/303/303/3 05/305/305/305/3 06/306/306/306/3

物物物物 件件件件 費費費費

ファシリティマネジメントコストファシリティマネジメントコストファシリティマネジメントコストファシリティマネジメントコスト

� 店舗統廃合に加え、本部関連店舗統廃合に加え、本部関連店舗統廃合に加え、本部関連店舗統廃合に加え、本部関連

施設・厚生施設等の集約施設・厚生施設等の集約施設・厚生施設等の集約施設・厚生施設等の集約

⇒⇒⇒⇒ ファシリティコスト大幅削減ファシリティコスト大幅削減ファシリティコスト大幅削減ファシリティコスト大幅削減

業務委託費業務委託費業務委託費業務委託費

� バックオフィスなどサポートバックオフィスなどサポートバックオフィスなどサポートバックオフィスなどサポート

関連コストの削減関連コストの削減関連コストの削減関連コストの削減

⇒⇒⇒⇒ △２０％の削減△２０％の削減△２０％の削減△２０％の削減

19,000



39

本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（１）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（１）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（１）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（１）

海外ネットワーク（連結対象）海外ネットワーク（連結対象）海外ネットワーク（連結対象）海外ネットワーク（連結対象）

債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益債券部門・投資銀行部門の強みを生かし、グローバルなネットワークを通じて増収増益

単体経常利益単体経常利益単体経常利益単体経常利益 （半期ﾍﾞｰｽ）（半期ﾍﾞｰｽ）（半期ﾍﾞｰｽ）（半期ﾍﾞｰｽ）

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

622

6,821 7,525
8,856

13,798

Mizuho International plc

Mizuho Securities USA Inc.

Mizuho Bank （（（（Switzerland）））） Ltd.

Mizuho Securities Asia Limited

The Bridgeford Group, inc.

ﾛﾝﾄﾞﾝﾛﾝﾄﾞﾝﾛﾝﾄﾞﾝﾛﾝﾄﾞﾝ

ﾆｭｰﾖｰｸ､ｼｶｺﾞ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ｼｶｺﾞ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ｼｶｺﾞ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ｼｶｺﾞ､
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾛﾝﾄﾞﾝｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾛﾝﾄﾞﾝ

ﾁｭｰﾘｯﾋﾁｭｰﾘｯﾋﾁｭｰﾘｯﾋﾁｭｰﾘｯﾋ

香港香港香港香港

ﾆｭｰﾖｰｸﾆｭｰﾖｰｸﾆｭｰﾖｰｸﾆｭｰﾖｰｸ

拠点所在都市拠点所在都市拠点所在都市拠点所在都市※02年度末現在

898億円億円億円億円

223億円億円億円億円

262億円億円億円億円

52億円億円億円億円

32億円億円億円億円

株主資本株主資本株主資本株主資本

403人人人人

271人人人人

53人人人人

33人人人人

7人人人人

従業員数従業員数従業員数従業員数

� 債券のマーケットリーダー確立債券のマーケットリーダー確立債券のマーケットリーダー確立債券のマーケットリーダー確立 （（（（54％）％）％）％）
� 顧客基盤を生かした投資銀行部門の拡充顧客基盤を生かした投資銀行部門の拡充顧客基盤を生かした投資銀行部門の拡充顧客基盤を生かした投資銀行部門の拡充 （（（（34％）％）％）％）
� 株式業務の黒字化株式業務の黒字化株式業務の黒字化株式業務の黒字化 （（（（ 9％）％）％）％）

初のグループ連結決算で大幅黒字初のグループ連結決算で大幅黒字初のグループ連結決算で大幅黒字初のグループ連結決算で大幅黒字

10,448

連結経常利益連結経常利益連結経常利益連結経常利益連結経常利益連結経常利益連結経常利益連結経常利益

連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益連結当期純利益

連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益連結純営業収益

43,232

136,446

（百万円）

（百万円）

00年度年度年度年度
下期下期下期下期

01年度年度年度年度
上期上期上期上期

01年度年度年度年度
下期下期下期下期

02年度年度年度年度
上期上期上期上期

02年度年度年度年度
下期下期下期下期

（収益寄与度）

みずほみずほみずほみずほ
証券証券証券証券
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順位順位順位順位 証券会社名証券会社名証券会社名証券会社名
引受額引受額引受額引受額
（億円）（億円）（億円）（億円）

引受ｼｪｱ引受ｼｪｱ引受ｼｪｱ引受ｼｪｱ
（（（（%））））

1

2

3

4

5

野村證券野村證券野村證券野村證券

大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ

みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券

日興ｿﾛﾓﾝ・ｽﾐｽ・ﾊﾞｰﾆｰ証券日興ｿﾛﾓﾝ・ｽﾐｽ・ﾊﾞｰﾆｰ証券日興ｿﾛﾓﾝ・ｽﾐｽ・ﾊﾞｰﾆｰ証券日興ｿﾛﾓﾝ・ｽﾐｽ・ﾊﾞｰﾆｰ証券

三菱証券三菱証券三菱証券三菱証券

11,960

10,774

8,886

8,472

4,717

21.11

19.02

15.68

14.95

8.33

国内普通社債国内普通社債国内普通社債国内普通社債 リーグテーブルリーグテーブルリーグテーブルリーグテーブル （引受額ベース）（引受額ベース）（引受額ベース）（引受額ベース）
※銀行債・自己募集を除く

債券引受リーグテーブル債券引受リーグテーブル債券引受リーグテーブル債券引受リーグテーブル

発行総額発行総額発行総額発行総額56,660億円億円億円億円

、02/4/1～03/3/31、条件決定日ベース

株式売買シェア株式売買シェア株式売買シェア株式売買シェア

東証売買代金シェアの推移状況東証売買代金シェアの推移状況東証売買代金シェアの推移状況東証売買代金シェアの推移状況

02/1/1 －－－－ 02/12/31

完了案件アドバイザリーランキング完了案件アドバイザリーランキング完了案件アドバイザリーランキング完了案件アドバイザリーランキング
（対象企業－日本、買収側企業－国籍不問、取引金額ベース）

1
2
3
4
5

みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟみずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ・ｻｯｸｽ

ﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ

野村野村野村野村

JPﾓﾙｶﾞﾝﾓﾙｶﾞﾝﾓﾙｶﾞﾝﾓﾙｶﾞﾝ

25,630
22,232
19,894
14,832
10,105

36.2
31.4
28.1
21.0
14.3

81
14
22

102
16

順位順位順位順位ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
金額金額金額金額

（百万米ﾄﾞﾙ）（百万米ﾄﾞﾙ）（百万米ﾄﾞﾙ）（百万米ﾄﾞﾙ）
市場ｼｪｱ市場ｼｪｱ市場ｼｪｱ市場ｼｪｱ
（（（（%））））

案件数案件数案件数案件数

M&Aアドバイザリーランキングアドバイザリーランキングアドバイザリーランキングアドバイザリーランキング

※出所：トムソンファイナンシャル

総合総合総合総合ABSブックランナーリーグテーブルブックランナーリーグテーブルブックランナーリーグテーブルブックランナーリーグテーブル

1
2
3
4
5

みずほ証券みずほ証券みずほ証券みずほ証券

UFJつばさ証券つばさ証券つばさ証券つばさ証券

大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ大和証券ｴｽｴﾑﾋﾞｰｼｰ

ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券

野村證券野村證券野村證券野村證券

6,203
3,603
3,540
3,140
3,031

20.31
11.80
11.59
10.28
9.92

17
7

11
4
7

順位順位順位順位 証券会社名証券会社名証券会社名証券会社名
金額金額金額金額

（億円）（億円）（億円）（億円）

ｼｪｱｼｪｱｼｪｱｼｪｱ
（（（（%））））

発行数発行数発行数発行数

※出所：THOMSON DEAL WATCH

※ 02/4/1～03/3/31
※ 本邦の資産を裏付けとした資産担保証券の内、

国内公募債・国内私募債・ユーロ債を当社で集計

みずほみずほみずほみずほ
証券証券証券証券 本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（２）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（２）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（２）本格的ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾊﾞﾝｸへの地歩確立（２）

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000
18,000
20,000

00/3Q 00/4Q 01/1Q 01/2Q 01/3Q 01/4Q 02/1Q 02/2Q 02/3Q 02/4Q
0.0%
0.4%
0.8%
1.2%
1.6%
2.0%
2.4%
2.8%
3.2%
3.6%
4.0%

東証１部売買代金（立会内・1日当り／億円）

東証シェア（市場内）

（億円）
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戦略的再編を完了し、安定した財務基盤と充実した顧客基盤を確立戦略的再編を完了し、安定した財務基盤と充実した顧客基盤を確立戦略的再編を完了し、安定した財務基盤と充実した顧客基盤を確立戦略的再編を完了し、安定した財務基盤と充実した顧客基盤を確立

⇒⇒⇒⇒ 今年度今年度今年度今年度 当期利益当期利益当期利益当期利益 ２００億円を目指す２００億円を目指す２００億円を目指す２００億円を目指す

財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃財務基盤強化／含み損の一掃

•顧客基盤を活かすグループ各社との連携顧客基盤を活かすグループ各社との連携顧客基盤を活かすグループ各社との連携顧客基盤を活かすグループ各社との連携

•信託代理店信託代理店信託代理店信託代理店の拡大の拡大の拡大の拡大 （（（（BK・・・・CBにてにてにてにて397店）店）店）店）

• 共同店舗体制の構築共同店舗体制の構築共同店舗体制の構築共同店舗体制の構築 （（（（BKにてにてにてにて17店店店店））））

グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求グループ内シナジーの徹底追求

△△△△274
（億円）

営業権の一括処理実施営業権の一括処理実施営業権の一括処理実施営業権の一括処理実施

株式含み損の一掃株式含み損の一掃株式含み損の一掃株式含み損の一掃 △△△△1,124

財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下財務リスクの大幅な低下 ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化ソリューション提供力の一層の強化

※年金情報 2002年11月18日号掲載の顧客評価調査

独自の強みを持ったフルライン信託独自の強みを持ったフルライン信託独自の強みを持ったフルライン信託独自の強みを持ったフルライン信託
みずほみずほみずほみずほ

信託銀行信託銀行信託銀行信託銀行

遺言信託受託件数（03/3） 9,653件（第1位）

金銭債権流動化受託（02/9） 33,824億円（第1位）

不動産流動化受託（03/3） 19,306億円（第1位）

「新たに採用したい年金資産運用機関」※で2年連続１位

株式含み損（株式含み損（株式含み損（株式含み損（03/3）））） △△△△29

不良債権比率
(金融再生法開示ﾍﾞｰｽ)

保有株式対Tier 1比率
(上場株式時価ﾍﾞｰｽ)

10.67% 7.14%

181% 93%

金融再生法開示債権残高 4,940億円億円億円億円 3,112億円億円億円億円

<2002年3月> <2003年3月>


